
　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

方針①　被災者の早期の住宅再建を支援するほか、地域コミュニティーの維持・形成に配慮した、安全な生活環境を確保 します。

　施策ア　被災者の事情に十分配慮しながら、個人住宅再建のための支援を行います。

1
△

H
応急仮設住宅維持
管理等支援事業

応急仮設住宅の補修や駐車場などの
維持管理
・市内37団地、1,801戸対象（当初）

市 H23～R1 実施済 ※有 326,633 21,744 253,479 6,637 44,773 72,034 41,635 40,004 42,559 39,056 39,565 26,722 17,261 7,797 住宅公園課

3
△

S
住宅耐震改修補強
事業

木造住宅の耐震補強工事実施者に補
助金を交付し、災害に強いまちづくりを
推進
・昭和56年以前に建築された一戸建木
造住宅が対象
・工事費の1/2、上限：62.8万円

市 H23～ 着手済 1 1,256 628 314 314 1,256 住宅公園課

4
◎

H
埋蔵文化財調査事
業

被災者の遺跡内への住宅建設などに
伴う発掘調査

市 H23～R2 着手済 4 有 272,489 204,366 68,123 14,713 13,790 63,653 72,518 35,157 36,252 15,229 9,178 11,999 生涯学習課

　施策イ　住宅の自主再建が困難な方のために、公営住宅を整備します。

　施策ウ　住宅の高台移転や宅地のかさ上げなどにより、津波などの災害にあわない安全な居住環境を整えます。

7
◎

H
防災集団移転促進
事業

居住に適当でないと認められる区域内
にある住居の集団移転の促進
・住民の意向を踏まえて移転促進区域
を設定するほか、住宅団地の整備、移
転者に対する助成などを行う
・住宅団地の規模は5戸以上（移転しよ
うとする住居の数が10戸を超える場合
には、その半数以上の戸数）
・土地利用にあたっては、所有者の意
向を確認しながら遊休農地の活用を図
る
・移転後の跡地については、再び住宅
が建設されて危険が生じることのない
よう、条例により建築基準法第39条の
規定による災害危険区域として指定す
る

市 H23～R1 着手済 4 有 16,362,662 14,305,965 2,056,697 386,096 2,375,742 3,834,365 4,046,940 3,468,083 1,519,207 550,576 154,488 27,165
復興政策課
市街地整備
課

8
△

H
がけ地近接等危険
住宅移転事業

がけ地近接等危険住宅の移転促進
・急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特
別警戒区域及び災害危険区域対象
・住宅を移転する者に対して除去費用
として80.2万円を補助
・新家屋取得に対して金融機関からの
借入額利子相当額を補助

市 H24～ 着手済 2 有 97,175 390 195 72,297 24,293 780 0 11,370 21,721 21,700 22,014 3,004 16,586 住宅公園課

9
○

H
漁業集落防災機能
強化事業

漁業集落の地盤かさ上げ、集落道整
備、水産用地造成などにより防災機能
を強化します。

市 H25～R1 着手済 4
有

※有
1,201,618 901,214 300,404 13,577 270,833 274,827 413,401 185,109 43,871 水産課

　施策エ　住宅移転（市内）希望者への支援を行います。

追1
◎

S
被災者住宅再建支
援事業

被災者の自力による住宅再建を支援
するため、市内に住宅を建築または購
入する場合の建築・購入費用の一部に
対し、補助金を交付
・補助金額：複数世帯200万円、単数世
                帯150万円
※災害危険区域内においては、建築基
準を満たす場合に限る

市 H24～R2 着手済 4 2,805,450 935,130 1,870,320 201,000 606,450 477,000 474,500 372,500 174,500 157,000 102,500 240,000 地域福祉課

財源内訳

全体計画
復　興
交付金

着手済
細分 R2年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 R1年度
担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度
事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度
事業
区分

進捗状況
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追2
◎

S

被災者住宅再建支
援事業（住宅移転
等敷地造成費補助
金）

被災者の自力による住宅再建を支援
するため、市内に一戸建ての住宅また
は併用住宅を建築または購入する場
合の敷地造成費の一部に対し、補助金
を交付
・補助金額：敷地造成費のうち330㎡
（100坪）までの工事費の1/2（上限：30
万円）
・造成された宅地を購入した場合は、上
記に相当する工事費の1/2（上限：30万
円）
※災害危険区域内においては、建築基
準を満たす場合に限る

市 H24～R2 着手済 4 139,386 139,386 36,739 37,346 23,660 16,924 10,287 4,086 4,500 1,644 4,200 住宅公園課

追3
◎

S

被災者住宅再建支
援事業（住宅移転
等水道工事費補助
金）

被災者の自力による住宅再建を支援
するため、市内に一戸建ての住宅また
は併用住宅を建設または購入する場
合の水道工事費の一部に対し、補助金
を交付
・補助金額：市が定める基準額から算
出した総額（10万円未満の場合を除く）
の1/2（上限：200万円）
※災害危険区域内においては、建築基
準を満たす場合に限る

市 H24～R2 着手済 4 74,559 74,559 11,305 15,584 17,902 15,264 6,434 2,515 1,718 2,837 1,000 水道事業所

追4
◎

S
生活再建住宅支援
事業（復興住宅新
築補助金）

住宅を滅失した被災者が、住宅の新
築・購入する場合に要する費用の一部
に対し、補助金を交付
・補助金額：バリアフリー対応工事
　　　　　　　床面積75㎡未満＝40万円
　　　　　　　床面積75㎡以上120㎡未満
　　　　　　　＝60万円
　　　　　　　床面積120㎡以上＝90万円
　　　　　　県産材使用工事
　　　　　　　使用量10㎡以上＝20万円
　　　　　　　使用量20㎡以上＝30万円
　　　　　　　使用量30㎡以上＝40万円

市 H24～R2 着手済 4 805,500 805,500 53,500 126,700 144,700 165,400 157,100 46,200 55,500 16,400 40,000 住宅公園課

追5
◎

S
生活再建住宅支援
事業（被災住宅補
修等補助金）

被災した住宅の補修・改修工事費の一
部に対し、補助金を交付
・補助金額：補修工事（半壊・一部損
壊）
　　　　　対象工事費の1/2以内で
　　　　　　　上限30万円
　　　　　改修工事
　　　　　耐震改修工事費の1/2以内で
　　　　　上限60万円
　　　　　バリアフリー改修工事費の1/2
　　　　　以内で上限60万円
　　　　　県産材使用改修工事費の1/2
　　　　　以内で上限20万円

市 H24～R2 着手済 4 313,870 313,870 135,614 62,482 42,928 26,807 11,035 9,316 7,711 11,177 6,800 住宅公園課

追6
◎

S
生活再建住宅支援
事業（被災宅地復
旧補助金）

被災した宅地の復旧工事費の一部に
対し、補助金を交付
・対象工事
　のり面の保護、排水施設の設置、地
盤の補強・整地、よう壁の設置・補強
（旧よう壁の除去を含む）、地盤調査・
設計調査費
・補助金額：対象工事費の1/2以内で上
限200万円

市 H24～R2 着手済 4 394,459 394,459 154,603 71,346 64,673 41,402 16,446 11,017 8,786 15,186 11,000 住宅公園課

追7
◎

S

生活再建住宅支援
事業（被災住宅債
務利子補給補助
金）

被災した住宅の再建資金を金融機関な
どから新たに借り入れた場合に、住宅
ローンの支払い利子の一部に対し、補
助金を交付
・補助金額：支払利子相当額

市 H24～R2 着手済 4 1,784,377 47,170 1,737,207 12,828 441,691 411,298 349,898 220,565 121,736 119,719 26,712 79,930 住宅公園課

追8
◎

S
生活再建住宅支援
事業（住宅再建移
転補助金）

被災者の自力による住宅再建を支援
するため、市内に住宅再建移転を行う
場合に要する経費に対し、補助金を交
付
・補助金額：一律5万円
・1世帯1回限り

市 H25～R2 着手済 4 73,950 73,950 23,550 10,250 14,900 14,450 3,650 2,950 1,200 3,000 住宅公園課
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追9
◎

S
浄化槽設置整備事
業

被災住居の再建に伴う下水道未供用
区域での低炭素社会対応型浄化槽の
設置に対し、補助金を交付
・補助金額：5人槽　352千円
　　　　　　　 7人槽　441千円
　　　　　 　  10人槽　588千円

市 H24～R2 着手済 2 有 300,382 225,286 75,096 43,333 58,489 65,912 61,502 34,366 9,752 9,841 3,849 13,338 下水道事業所

　施策オ　新たな居住環境において、人と地域のつながりが保てるよう配慮します。

13
△

S
沿岸被災地仮設住
宅運営支援事業

応急仮設住宅などでの住民相互のコ
ミュニケーションの維持や地域コミュニ
ティーづくりの支援
・社会福祉法人やＮＰＯなどと連携
・集会所などを利用したコミュニティー
づくりや行政連絡、困りごと相談、交流
イベントなどを実施
・災害公営住宅において、コミュニティ
形成事業を継続して実施する

（北上市）
市

H23～R2 着手済 2 1,491,760 849,141 642,619 569,460 279,681 204,088 150,468 132,643 75,895 39,940 19,585 20,000 住宅公園課

方針②　市民が安心して暮らせるよう保健、医療、介護、福祉など生活に密接に関係する各種サービスの充実を図ります。

　施策ア　被災者の心と体のケア対策を実施します。

追
11
○

S
東日本大震災津波
被災地健康支援事
業

応急仮設住宅などに居住する被災者
の健康増進を図るため、保健師、看護
師などの専門職を全国から公募すると
ともに、臨時に雇用して、関連する支援
活動を実施

市 H24～R2 着手済 2 61,135 23,209 36,544 1,382 6,904 5,868 8,563 8,272 9,123 5,346 5,736 5,948 5,375 健康推進課

追
12
○

S
被災者健康づくり
サポート事業

被災者を対象に健康状況の悪化予防
や健康不安解消、住民相互の交流促
進などに資する各種事業を実施

市 H24～R2 着手済 2 34,746 5,213 28,822 711 7,907 10,505 3,404 4,434 3,226 3,378 952 470 470 健康推進課

15
△

S こころのケア事業
応急仮設住宅の入居者などを対象とし
た訪問指導、関係機関との調整など

市 H23～ 着手済 2 11,351 8,895 1,548 908 150 432 503 515 2,505 1,945 1,198 2,121 898 1,084 地域福祉課

16
△

S
公害防止測定調査
事業

震災後の大気の状況変化の有無を把
握するため、降下ばいじん量を調査
・場所：大船渡町、盛町
・方法：自重または雨とともに沈降する
ばい煙や粉じんなどを容器に集めて降
下ばいじん量を測定
・数量：24検体/年（両地点で毎月1回）

市 H23～R2 着手済 1 1,205 1,205 215 154 103 105 105 104 104 104 105 106 市民環境課

　施策イ　被災した保健・医療・介護・福祉施設を早期に復旧します。

　施策ウ　地域医療を充実します。

23
◎

S

医師確保対策事業
（市町村医師養成
事業、地域医療調
査研究事業を含
む）

医師不足の解消や初期救急医療体
制、夜間における診療体制の環境整備
に向けた取組
・対象：県の奨学金事業
・内容：負担金の納入
・対象：県立病院、医師会など関係機関
の代表
・内容：県立大船渡病院の医療体制充
実や地域医療の課題についての検討
会開催

市 H23～ 着手済 2 24,767 3,311 21,456 2,473 2,830 2,841 2,175 2,150 2,336 2,233 2,724 2,078 2,927 国保年金課

　施策エ　地域全体で高齢者や障がい者、子どもたちを支え合うやさしいまちづくりに取り組みます。

25
△

S
介護予防健康づく
り事業

介護予防のための各種教室等の開催 市 H23～ 着手済 1 96,993 24,248 12,124 60,621 9,633 8,757 9,422 7,530 5,992 9,607 12,832 11,059 12,013 10,148

長寿社会課
（地域包括
ケア推進
室）
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27
△

S
放課後児童健全育
成事業

保護者が仕事などにより昼間家庭にい
ない小学校就学児童に対し、授業終了
後に児童館などを利用して適切な遊び
及び生活の場を提供
【名称】
・放課後児童クラブゆうゆう(大船渡北
小学校）
・キッズクラブいかわA(猪川小学校）
・キッズクラブいかわB(猪川小学校）
・末崎学童保育会希望の丘（末崎小学
校）
・放課後児童クラブさくらりっこ（盛小学
校）
・にこにこ浜っ子クラブ（赤崎小学校）
・たっせ学童クラブ（立根小学校）
・うみねこキッズ（大船渡小学校）
・五葉キッズ（日頃市小学校）
・りょうりキッズ（綾里小学校）
・キッピン学童クラブ（吉浜小学校）

市 H23～ 着手済 1 784,968 234,419 260,419 24,000 266,130 24,407 33,121 62,823 40,987 57,490 170,507 104,535 115,240 87,858 88,000 子ども課

方針③　災害廃棄物を適正に処理します。

　施策ア　大規模災害時に大量発生した各種の廃棄物を迅速に処理します。

　施策イ　ガレキについては、市内企業などにおいて処理し、処理後に発生する灰などもできるかぎり有効活用します。

方針④　被災した教育施設の再建などにより、教育機会の確保を図ります。

　施策ア　貴重な学術研究機関として、多くの分野で貢献いただいている北里大学海洋生命科学部の三陸キャンパスが、早期に再開されるよう取り組みます。

33
◎

S
北里大学海洋生命
科学部早期再開促
進事業

北里大学海洋生命科学部三陸キャン
パスの早期再開に向けた取り組みを関
係機関とともに積極的に展開

市 H23～ 着手済 2 38,268 24,300 13,968 365 427 859 2,101 26,196 1,311 1,351 1,979 1,930 1,749 企画調整課

　施策イ　災害に強い教育施設を整備します。

　施策ウ　被災した児童生徒などが、安心して就学できる環境を整えます。

43
◎

S
児童生徒就学援助
事業（被災対応）

被災した児童・生徒の保護者へ就学費
用の一部を補助

市 H23～ 着手済 2 525,206 525,206 69,652 68,759 67,288 62,141 53,360 47,576 47,338 41,181 40,634 27,277 学校教育課

44
○

S
児童生徒のこころ
のサポート事業

こころのケアを必要とする小中学校に
臨床心理士を派遣し、こころのサポート
授業への支援、担任及び児童生徒の
教育相談や保護者への講義などを実
施

県 H23～ 着手済 2 109,031 109,031 3,010 8,526 10,706 11,439 15,059 10,775 10,710 10,656 14,063 14,087 学校教育課

45
○

S
学校等放射線量測
定及び土壌除染事
業

原発事故に伴い、児童生徒などの安全
を確保するため、市立学校及び保育所
などの施設内において放射線量を測定
するとともに、一定基準以上の数値を
示した場合は、土壌の除染作業を実施

県・市 H23～ 着手済 2 12,925 6,520 6,405 3,170 4,172 4,134 526 227 236 233 75 78 74 学校教育課

48
○

S
被災地学校等への
教職員配置事業

教職員の加配が必要な小中学校に対
し、継続的に教職員を配置

県 H23～ 着手済 2 899,041 899,041 12,600 76,148 78,523 105,179 126,546 142,973 126,389 101,693 79,374 49,616 学校教育課

追
15
△

S

仮設住宅の再編等
にかかる子どもの
学習支援によるコ
ミュニティ復興支援
事業

地域の学びを通じた被災地の地域コ
ミュニティ活動などを支援
〔学校支援地域本部事業〕
・スクールガード配置事業：市内各小中
学校にスクールガードを配置して児童
生徒の安全を確保（震災による通学路
の環境変化に対応）
〔家庭教育学級〕
・児童生徒の心のケアや親子のコミュ
ニケーションなど学校・保育園・家庭等
で抱える課題の解決にむけ、家庭教育
学級を開催

市 H24～R2 着手済 2 110,591 110,591 11,212 15,196 13,925 13,980 9,331 12,150 11,796 11,054 11,947 生涯学習課

　施策エ　生涯学習環境を充実します。

  施策オ　各種スポーツを推進します。

方針⑤　市民共有の財産である歴史・文化資源を活用して、うるおいと安らぎをつくりだします。

　施策ア　歴史・文化資源の継承・普及活動に取り組みます。
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　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画
復　興
交付金

着手済
細分 R2年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 R1年度
担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度
事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度
事業
区分

進捗状況

61
△

S
市民芸術祭開催事
業

市民芸術祭を復活し、復興祈念事業と
して開催

実行委員会 H23～R2 着手済 1 11,894 11,894 1,000 1,300 1,300 1,364 1,134 1,081 1,081 1,234 1,200 1,200 生涯学習課
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